
 

様式 1 

事業可能性評価申込書 
申請年月日 平成  年  月  日 

申請企業名 
又は個人名  代表者名  

連絡先住所 〒 TEL  FAX  

登記先住所 〒 連絡担当者  

連絡先 E-mail  URL  
 

 新規創業   新分野進出 （どちらかに○） 
 

１．申請事業テーマ（必須：20 字前後） 

テーマ  

２．企業概要 

設立(予定含)   年  月 業種  資本金 千円 

生産品目また

は販売品目 
 

主要販売先  

従業者数 計   名  （内訳）役員：  名、従業員：  名 

特許等（出願中を含む）（どちらかに○）  無  有 番号  

３．代表者略歴 

略

歴 

 

 

 

 

 

４．申請事業の概要 

①事業目標 

 

 

 

②事業化の背景 

 

 

 

 

③事業スキーム 

 

 

 

 

 

５．申請事業の詳細 

①製品・商品・サービスの概要 

・概要： 

 

・進捗状況： 

 

②競合との差異 
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③対象市場 

・ 年後： 

・ 年後： 

・ 年後： 

・市場開拓の進捗状況： 

 

④販売方法 

・ 年後： 

・ 年後： 

・ 年後： 

・販売の進捗状況： 

 

６．事業スケジュール（進捗予定は矢印    、スタートは○を記入） 

               年   年   年 

1-3 月 4-6 月 7-9 月 10-12 月 1-3 月 4-6 月 7-9 月 10-12 月 1-3 月 4-6 月 7-9 月 10-12 月 

             

             

             

             

７．売上・利益計画 

 売上数（個） 販売単価（円） 売上（千円） 営業利益（千円） 備考 

1 年目      

2 年目      

3 年目      

８．保有する経営資源 

①技術・ノウハウ 

 

 

 

②自己資金 

 

 

 

③人脈・人材 

 

 

 

④その他 

 

 

 

９．解決すべき課題 

課

題 
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10．過去 3 年間の決算内容（単位：千円）（未創業者は記入不要） 

損益計算書   年  月   年  月   年  月 

 

貸借対照表   年  月   年  月   年  月 

売上高    流動資産    

売上総利益    固定資産    

営業利益    流動負債    

経常利益    固定負債    

当期利益    純資産    

    資産合計    
  

支払利息    現預金残高    

繰越利益剰余金    借入金残高    

※事業可能性評価委員会にかけることになりましたら、決算報告書をご提出いただきます。 

 
11．これまでの公社利用事業（利用したことのある事業すべてに○） 

 ワンストップ総合相談  専門家派遣  TOKYO起業塾  創業支援施設の提供 
 ニューマーケット開拓支援  知的財産支援  海外販路開拓支援  下請取引の情報提供 
 設備リース事業  助成事業  研修・セミナー  利用なし 
 その他  

 
12．申込の契機・動機（該当するものすべてに○） 

契機  パンフレット  公社 HP  他機関の紹介  知人の紹介  その他  

動機  評価を受ける  事業 PR  金融相談  販路開拓相談  その他  

 

 

【申込者情報のお取扱いについて】 

・利用目的 

１．当該事業の運営管理・統計分析のために使用します。 

２．各種事業案内や調査依頼を行う場合があります。 

※上記２を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

・第三者への提供 

原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。 

目的：各種事業案内、調査依頼 

項目：氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容 

手段：電子データ、プリントアウトした用紙 

※希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

・個人情報 

「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しています。当要綱は、公社 HP（http://www.tokyo-kosha.or.jp）か

ら閲覧及びダウンロードすることができますので併せてご参照ください。 

 


